
障 サ  第491号  

平成28年３月28日  

 

指定障害児通所支援事業所管理者 殿 

 

神奈川県保健福祉局福祉部  

障害サービス課長  

 

 

障害児通所支援の質の向上及び障害児通所給付費等の 

通所給付決定に係る留意事項について（通知） 

 

 

標記について、平成 28年３月７日付け障障発 0307第１号により厚生労働省

社会・援護局障害保健福祉部障害福祉課長から別添のとおり通知がありました

ので、お知らせします。 

ついては、次の事項に留意して、障害児通所支援の質の向上等に努めていた

だきますようお願いします。 

 

 １ 指定障害児事業者等は、その提供する障害児通所支援の質の評価その他

の措置を講ずることにより、障害児通所支援の質の向上に努めなければな

らない。 

 

 ２ 指定障害児通所支援事業者は、正当な理由がなく、支援の提供を拒んで

はならない。 

なお、正当な理由とは、事業所の重要事項について説明したが利用者の

同意が得られない場合、支給決定量の範囲内で契約を行うことができない

場合、通常の事業の実施地域を勘案して提供が困難であると認めた場合等

になる。 

 

３ 指定障害児通所支援事業者は、支援の質の評価を行い、常にその改善を

図らなければならない。 

 

なお、放課後等デイサービス事業者においては、平成 27年４月に厚生労働

省から示された放課後等デイサービスガイドラインを確認し、ガイドライン別

添の自己評価表を活用して適切に自己評価を行うとともに、実施した自己評価



に基づき支援内容の改善に努めるほか、自己評価結果の公表に努めてください。 

 

 

 

 

 

 

 

問い合わせ先 

 施設福祉グループ 中村 

 電 話：045-210-4724 

 ﾌｧｸｼﾐﾘ：045-201-2051 



障障発 0307 第１号 

平成 28 年３月７日 

 

  都 道 府 県 

各 指 定 都 市 障害保健福祉主管部（局）長 殿 

  児童相談所設置市 

 

                       厚生労働省社会・援護局 

                         障害保健福祉部障害福祉課長 

（ 公 印 省 略 ）   

 

 

障害児通所支援の質の向上及び障害児通所給付費等の 

通所給付決定に係る留意事項について 

 

 

 障害児通所支援事業の運営等については、児童福祉法（昭和22年法律第164号。以下「法」

という。）等に基づき行われているところであるが、近年、特に放課後等デイサービスにつ

いて、単なる居場所となっている事例、発達支援の技術が十分ではない事業所が軽度の障

害児を集めている事例等があるとの指摘がある。 

このため、今般、障害児通所支援について、発達支援を必要とする障害児のニーズに的

確に対応する観点から、下記のとおり留意事項をまとめたので、これを参考として障害児

通所支援の質の向上及び支援内容の適正化により一層努められたい。 

 また、各都道府県におかれては、貴管内市区町村、関係機関等に周知徹底を図るととも

に、その運用に遺憾のないようにされたい。 

 なお、本通知は、地方自治法（昭和 22 年法律第 67 号）第 245 条の４第１項の規定に基

づく技術的な助言であることを申し添える。 

 

記 

 

１．障害児通所支援の質の向上に向けた留意事項について 

 (1) 指定障害児通所支援事業者の指導の徹底について 

指定障害児通所支援事業者の指導に当たっては、法及び児童福祉法に基づく指定通

所支援の事業所等の人員、設備及び運営に関する基準（平成 24 年厚生労働省令第 15

号。以下「基準省令」という。）等により行われているが、障害児通所支援のより一層

の支援の質の向上を図るため、指定障害児通所支援事業者の指定、指導監査、会議等

の情報伝達の場など、あらゆる機会を通じて、特に以下の法令の規定について指導の

徹底を図られたい。 

① 指定障害児事業者等は、その提供する障害児通所支援の質の評価を行うことその他

の措置を講ずることにより、障害児通所支援の質の向上に努めなければならない。  

   （法第 21 条の５の 17 第２項） 

② 指定児童発達支援事業者は、正当な理由がなく、指定児童発達支援の提供を拒ん

ではならない。 

（基準省令第 14 条。第 54 条の５（基準該当児童発達支援）、第 64 条（指定医療型

発達支援）、第 71 条（指定放課後等デイサービス）、第 71 条の４（基準該当放課後

等デイサービス）及び第 79 条（指定保育所等訪問支援）の規定により準用する場合



を含む。） 

③ 指定児童発達支援事業者は、その提供する指定児童発達支援の質の評価を行い、

常にその改善を図らなければならない。 

（基準省令第 26 条第３項。第 54 条の５、第 64 条、第 71 条、第 71 条の４及び第 79 

条の規定により準用する場合を含む。） 

    

(2) 放課後等デイサービスガイドラインの活用の徹底等について 

指定放課後等デイサービス事業者の支援の質の向上と支援内容の適正化を図るため、

以下により、放課後等デイサービスガイドライン（以下「ガイドライン」という。）の

活用の徹底等を図られたい。 

  ① 指定放課後等デイサービス事業者の指定、指導監査、会議等の情報伝達の場など

のあらゆる機会を通じて、指定放課後等デイサービス事業者に対し、ガイドライン

の周知徹底を図ること。その際、指定放課後等デイサービス事業者がガイドライン

別添の自己評価表を活用して適切に自己評価を行うこと、改善目標に沿って支援内

容を改善すること、自己評価結果を公表すること等を促すように努めること。 

② 指定放課後等デイサービス事業者によるガイドラインの自己評価結果の公表状況

の把握に努めること。 

③ 指定放課後等デイサービス事業者への指導・助言にあたっては、ガイドラインを

活用すること。 

 

２．障害児通所給付費等の通所給付決定の留意事項について 

市町村による障害児通所給付費等の通所給付決定については、障害児通所給付費等

の通所給付決定等について（平成 24 年３月 30 日障発 0330 第 14 厚生労働省障害保健

福祉部長通知）においてその取扱いを示しているところであるが、障害児本人の発達

支援のためのサービス提供を徹底するため、以下のとおり平成 28 年４月１日以降分の

障害児通所給付費等の通所給付決定における留意事項をまとめたので、適切な運用に

努めていただきたい。 

① 障害児通所支援は、障害児の心身の状況に応じ、障害児の自立の支援と日常生活

の充実に資するよう、適切な技術をもって指導、訓練等を行うものである。障害児

通所給付費等の通所給付決定にあたっては、障害児本人の最善の利益を図り、その

健全な発達のために必要な支援を適切に提供する観点から、支給の要否及び必要な

支給量について適切に判断し、決定すること。 

② 主として障害児の家族の就労支援又は障害児を日常的に介護している家族の一時

的な休息を目的とする場合には、地域生活支援事業の日中一時支援等を活用するこ

と。 

  支給量は、通所給付決定を行おうとする者の勘案事項を踏まえて、適切な一月当

たりの利用必要日数を定めることとしているが、原則として、各月の日数から８日

を控除した日数（以下「原則の日数」という。）を上限とすること。ただし、障害児

の状態等に鑑み、市町村が必要と判断した場合には、原則の日数を超えて利用する

ことができるものとするが、その場合には支給決定前にその支援の必要性（支援の

内容とそれに要する時間等）について申請者、事業所等に十分確認した上で、必要

な日数を決定すること。 

③ 障害児についても、保育所、放課後児童健全育成事業（放課後児童クラブ）等の

一般施策を利用（併行利用を含む。）する機会が確保されるよう、例えば保育所等訪

問支援の活用など、適切な配慮及び環境整備に努めること。 


